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経済・金融フラッシュ 

4 月の一連の住宅関連指標が発表された。住宅市場では大幅な調整が続いており、最近

の指標発表時には、そうした調整にいつ底打ち感が出てくるかが注目されている。 

１、４月新築住宅販売が急増、価格面では大幅下落 

商務省が 24 日発表した４月の新築一戸建住宅販売は、年率 98.1 万戸（前月比+16.2％）

と昨年 12 月以来の高水準となり、市場予想の 86 万戸を大きく上回った。新築一戸建住宅

販売は、3 月に同 84.4 万戸と 2000 年 6 月（79.3 万戸）以来の低水準に落ち込んでいたが、

急速な回復となった。ただし、前年同月比では▲10.6％の低下となる。 
一方、新築一戸建て販売価

格（中央値）は 22.9 万ドルと

前月比▲11.1％、前年同月比で

は▲10.9％の低下となった。ま

た、４月末の在庫は 53.8 万戸

（前月 54.6 万戸）、販売の 6.5
ヵ月分に当たる。 

(図表１) 新築一戸建住宅販売・価格の推移 
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（資料）米国商務省 

新築一戸建住宅販売の今

回の急反転により住宅市場の

底打ち感が拡がったが、半面、

価格が大幅に低下するなど、業

者によるディスカウントが広

く行われた事が窺える。 
 

２、４月中古住宅販売は 4 年ぶりの低水準、在庫積上りも懸念 

新築一戸建住宅販売の翌 25 日に全米不動産協会（ＮＡＲ）から発表された４月中古住

宅販売では、前月比▲2.6％の年率 599 万戸となり、前年同月比では▲10.7％の低下となっ
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た。中古住宅販売は、2005 年９月に年率 721 万戸のピークをつけた後下降を続け、今年 1・
2 月には一時回復を見せたものの 3・4 月と連月で低下した。今回発表値は 2003 年６月以

来の低水準となる。市場予想は 612 万戸で前月と同水準を見込み、発表前には住宅市場の

底打ちを期待する見方が出ていた

こともあって、発表後は先行きへ

の懸念を高めた。 
一方、４月の中古住宅価格（中

央値）は、22.1 万ドル（前月比

+1.6％、前年同月比▲0.8％）と 4
ヵ月ぶりに 22 万ドル台を回復し

た。また、在庫は 420 万戸（前月

比+10.4％）と急増して過去最高を

記録し、販売戸数の 8.4 ヵ月分（前

月は 7.4 ヵ月分）となった。 
ＮＡＲでは、中古住宅販売の

減少について、①貸付基準の引締

め、②天候不順、③価格低下待ち

とサブプライム問題を懸念した買い控え、等を理由として挙げている。 

(図表２) 中古住宅販売・価格の推移 
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（資料）NAR 

 

３、新規住宅着工件数は回復の半面、許可件数が急減 

４月新規住宅着工件数は、上記の住宅販売に先立ち 16 日に商務省から発表されたが、

年率 152.8 万戸（前月比+2.5％）と市場予想（同 148 万戸）を上回り、昨年 12 月以来の水

準となった。一方、先行指標とな

る住宅着工許可件数は、年率 142.9
万戸（前月比▲8.9％）と急低下、

97 年 6 月（同 140.2 万戸）以来の

低水準となった。 

(図表３) 住宅着工の推移(月別) 
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（資料）米国商務省 

住宅着工は、1 月に大幅な落ち

込みを見せ、その後表面化したサ

ブプライム住宅ローン問題ととも

に先行きの不透明感を強め、住宅

不況を端にした景気後退説がリス

クシナリオとして再浮上していた

が、3 ヵ月連続で住宅着工が持ち直

し、150 万戸台を回復したことか
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ら底打ち感を強めた。しかし、先行指標となる許可件数が 4 月に急落を見せていることか

ら警戒も根強く残っており、今後の指標が待たれる状況にある。 
 

４、足元の金利上昇も懸念材料に 

4 月の米国住宅市場に関しては、住宅着工と新築住宅販売が予想を上回り、サブプライ

ム住宅ローンの延滞率上昇に伴う住宅市場の一層の冷え込みへの懸念を緩和し、底打ちの

観測も出ていたが、中古住宅販売の悪化により再び先行きへの不透明感を強めた。 
特に、中古住宅販売では在庫の積み上がりが懸念されている。在庫減には一層の価格

低下が必要であるが、この点、新築販売に見られるような業者による在庫処分と異なり、

中古販売では個人所有者が中心であるため、価格引き下げには躊躇が見られ、引下げ速度

も遅く在庫が積み上がっているものと思われる。 
 

  一方、最近の長期金利の上昇により住宅ローン金利の上昇も目立っている。金利固定

型の 30 年物住宅ローン金利は 5 月中旬まで 6.1％台で安定した推移を見せていたものの、

5/25 日には 6.37％にまで急上昇している。こうした金利上昇と、在庫の積み上がり、NAR
でも指摘しているような価格低下を睨んだ買い控えの動き等により、住宅市場の調整はし

ばらく続きそうな状況と言えよう。 
 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、

本誌は情報提供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 
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